












































からの受取(税 の還付)が 超過するが、その受取額は所得の増加とともに減少する,所 得が



























な負の所得税の考え方は、欧米諸国において"負 の所得税そのもの"と いうよりもむ しろ、

















































ためには、保護申請者の資産 ・能力の活用の実態を調査 し;保護の要件を満た しているかど
うかを確認する 「資力調査(ミ ーンズ ・テス ト)」を受ける必要がある。この 「資力調査」で
生活保護の受給資格があると認められたときに生活保護を受けることができる。
生活保護の種類としては、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶






















第1類 は個 人単位で計上 され る額 で あ り、各級地 と世帯構成 員の年齢区 分別 で額 が異な る。
また第2類 は世 帯共通の経 費額 であ り、各級地 と世帯 め構成 人員 によ り額 が異 な る。地 区別
冬季 加算 は冬季 の11月か ら3月 まで において、寒冷地区別 、世帯 人員別 に設定 され る。期末
一 時扶 助費 は世帯構成 員1人 当た りで定め られて お り12月に支給 され る。各種加 算は 、妊産
婦 や障害者 のよ うに特別 の需要 を持つ者 に対 しこれ を充足 させ る趣 旨で設定 され ている。
1つの数値例 を示 そ う。例 えば東京都 新宿 区(1級 地 一1)に居住 す る標 準3人 世帯(33歳
男 、29歳女 、4歳 子)の 場合 、第1類106,890円(夫;40,270円、妻:40,270円、子:26,350
円)、第2類53,290円(3人世帯〉、児童養育加算5,000円とな り合算す ると165,180P9(月額)
にな る。 さらに11-3月 について は地区別 冬季加算4,770円が、12月に期末.一時扶助費42,.540
円(14,180×3人)が加算 され ることに.なる。
次 に教育扶 助 と住宅扶 助 につ いて見てみ よう.教 育扶助 は義務教育 で ある小 中学校 におい
て行 われ る教青 に必要な費用 と して、学用品等 につ いての基準額 、教 材代 、学校教育 費お よ
び通学 のための交通費等 を支給 す る。基準額 は小学校2,150円、中学校4,180円で.ある。 この
基準額 が想定す る世 帯に該 当者 がい る場合 、最低生活 費に加 えられ る。irk扶助 は、家賃 」
間代 ・地 代等の費 用 と、住宅の補修 その他維持 に要 する費用につ いて支給 され る。 ここでは
基準額 と.して13,000円(1級地 及び2級 地の場合。3級 地 の場 合 は8,000円で ある)を 最低生
活費 に加 えるこ ととす る。
この ように計算 された各扶助 の基準額の合算 が最低生活 費 とな るが、実際 に支給 され る額
は、最低生活 費か ら収入額 を引 き、控除額 を足 したもの となる(図1・ 矢 印の左側参照)。 こ
の控除 に は、勤労控 除、実費控除 、その他の控除 がある。勤 労控除 は、収入認定 を行 った後
に、勤 労 によって得 た収入の一 部 を勤労 に必要 な経費 と して計算 し、受給 額 にその ・部 を上
乗せ す る制 度で ある。実額控除 は通勤費や所得税 ・社会保険 料 など勤労 に伴 う必要 な実費 を
控除 す る。図1・ 矢印の右側 か らわか るように、勤 労控 除が適用 され ると、現実の消費 可能

























額 収入充当 額 収入充当
























税所得 に対 して個人所得税 ・.住民税それぞれの税率表が適用されることで所得税 と住民税の
算出税額が計算 される19;。さらにそれぞれに対 して平成.17年度改:正.で2.分の1に縮小 された
一48一
租税一移転支出の実効税率
定率減税も考慮 している。 したがって税制の実効税率は、所得税 ・住民税それぞれの法定税
率表だけではなく、所得控除の控除率の変化にも影響することになる。
3.20f測結果
以上の生活保護制度 と個人所得税 ・住民税制度に対 して次のような仮想的な世帯に対する
実効税率を計測する。想定する仮想的な世帯は、独身者(30歳男;東 京都新宿区在住)、標
準3人世帯(33歳夫、29歳妻(専 業主婦〉、4歳子:東 京都新宿区在住)、標準4人世帯(35
歳夫、30歳妻(専 業主婦)、9歳小学生、4歳子;東 京都新宿区在住)、老人2人 世帯(68歳
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3.3計測結果 か らの問題点 と課題.
上記g?計測結果を整理 し、.生活保護0)就労インセンティブとい う観点及び税制 と生活保護
鞭 間の整群 ζし.卯?ρ 点について問題点を搦 しよう・最初1こ・生蘇 護蝋 労イン
センティブに注目する。前項でも述べたように勤労控除の基礎控除により課税前所得の上昇


















ィブに対 して、オース トリア、ス.イス、スウェーデンやアイスランドとともに厳 しい取 り扱
いをしていることを指摘している。 また、玉田 ・大竹(2004)で:.は米国の公的扶助制度であ
るTANF(TemporaryAssistanceforNeedyFamilies;貧困家族一目寺扶助)と わ.が国の生活














しか し、もし.も.生活保護の対象者tは 経済状態が等 しい者であるにも.か わらず、.何ら
かの理由.で生活保護を.受けていない.(受け.ることがで き.ない)人 が存在する.場合 このよう
な制度間の差 は水平的公平の観点から正当化することはで きない。..また、.同じ経済状態の者









ら生活保護の実態を検証する。特 にここでは捕捉率の問題 と受給者の分布について注 目し、
就労が可能な低所得者への.支援の必要性について考察する。次に4.2項では移転支,'fSをなぜ税
制内で行 うメリットについて考え、わが国における就労税額控除制度の導入を展望する。
4.1生 活 保 護 制 度 の 実態
最初 に生 活保護の 「捕捉 率」の問題 を考察 しよ う。生活保 護の 「捕捉率」 とは、本来受給
資格の あ る貧困者の 内で実際に生活保護 を受給 してい る割合 の ことである。生活保 護が低 所
得世帯 の一部 しか カバ ーで きていな ければい ないほ ど、 この数値 は小 さくなる。現 在、政府
による捕 捉率 の発表 はないので 、多 くの研究者 が低所 得世帯 と捕捉率 の推 計 を試 みて きた。
この分野の先行研 究 としては、和田 ・木村(1998>、埋橋(1999)、駒村(2003)などが存在
す る。
和田 ・木村(1998)は 「国民生活基礎調査』(1.985年以前 は 「厚生行政基礎調査報告』)か
ら得 られ る 「非保護 世帯1世 帯 当 りの世帯 人員別 平均消費額 」「全世帯 の世帯 人員別消 費階級
別世帯 数分布」 「全世帯Jな どの データを用いて、1954年か ら1993年までの低消費世帯率、
世帯保護 率 と捕捉率 を算出 してい る。彼 らに よれば 、捕捉率 は最大14%に 過 ぎず、80年代以
降 一層低 下傾 向 にあ り、1993年に おいて6.2%と推 計 され て い る。 また、駒村(2003)は
T全国消 費実態調査 』1984年、1989年、1994年、1999年の個票 デー タを用 いて広義の低所得
世帯率 を推 計 し、その後に捕捉率 を計算 してい る。広義の低所得世帯 率は1984年が10.43%、
1989年が4.02%、1999年が9.44%、1999年が9.32%であ るのに対 して、捕捉率は1989年が
16.51%、1989年が25.22%、1994年が12,02%、1999年が18.47%であると推定 されている。
この よ うに生 活保護の捕捉率 に関す る先行研究 を概 観す ると、捕捉率 は概ね25%程 度 と推
計 され よう。捕 捉率 がこの ように低 くな る原因 として は次 の よ うな点が考 えられ る。1つ は
申請側 に起因す る ものであ る。受給可能.者が制度 に対す る知 識不足や誤解 などによ り、受給
申請 を して こなかった ことが考 えられ る。 また、国民の 間には、保護受給 を権利 としてで は
なく社会 に迷惑 をかける もの ととらえる傾向 が強 い一一・方 、保護 の受給者 を白眼視す る人 々 も
少 な くない。 この よ うな状況 下で、保護受給に対 す る自尊心 が許 さない などの ステ ィグマの
問題 も存fif.すると考 え られ る。
もう1つ は 「保 護の適正 化」に よるものであ る。 「適正化」の きっかけは暴 力団員の生活保




った。.これがプライバシー侵害のおそれにもつなが り、要保護者側の申請意思 を萎縮 させた
ため、被保護人員の急激な減少を.招いたと考え.られ.るt/z:。
さらに生活保護受給者の分布について注目.してみよう。図4には被保護世帯の構成比の内


















































割合を減少させる方法により函 群 鰍 準に郷
,ことが可能である瀦 外国の伸駿
ると・例えば・細 照 の逓減噸1轡 塑 増加に対して控騨 は約21セント減少し(実
効限界税率が約21%である)・英騨 ¢騨 段階では!ボンドの増加に対 して騰 頁が
37ペンス渤 する(実効限界税率樫%
:聯!よ.うに設計されている・糸勺21%や37%と




する経済的な支援を行うことができるの騨.や踏 、.ら.些1鱒!:ζ衡 苅 鞭 力軸 されて
いるので・鞭 問の整誰 も保た樋
.や銚 匹...
また、税制内で移転支出制度 を行.うことで、.高い捕捉率(受 給率)と 低い行政費用が期待
できる・米国EITCは騨 岬'r















聯 文は湘 税『移轍 脚 聯 および串捜 に湘 し・.拶国の欄 やよび擁 支出鞭
の現状を実効税率の観点から考察してき咋。特に実勲税率の観点から問題にtdるのは、生活
保護制度の限界税率の設定方法 とその限.界税率の高さであった。また生活保護制度と税制の
整合性 も1つの論点である。 さら1に本論文では、生活保護制度の捕捉率の低 さと受給分布の
偏 りを指摘 し、特に一時的な経済的貧困者などの就労する能力を持つ ものに対する支援のた
めに、わぶ国においても税制と移転支出制度を統合ずる負の所得税の考えを取 り入れた勤労









































給与収入 o-iea万円 180^360万円. 360^66C万円 880^1、000万円 1,000万円 ～ 最低控除額
650,000円給与所得控除額 aoi 30 zo% 10% 5%
(7>社会保険料控除に関しては、財務省財務総合政策研究所編(2006)を参考にして給与の収入金額
め階級別に次の通 りの社会保険料を.支払ったとして算定 しているご
給与収入 900万円以 下 1,500万円以 下 1.500万円超




個 人住 民 税 の 課 税 ベ ー ス は前 年 の 所 得 に つ い て 算 定 した 所 得 金 額 で あ る。 この 計 算 に お い て は 前
年 と今 年 の 所 得 に変 化 が ない と仮 定 し、 個 人 住 民 税 に お け る給 与 所 得 控 除 及 び 十t会保 険 料 控 除 に
つ い て も前 年 分 の 所 得 税 に お い て適 用 され た もの が その ま ま適 用 され る と仮 定 す る.












.ρ臥 所得税の課鵬 服 ま2833ア円・f:騨が250万円で畝 老人2人世帯の凧 所得税は
156,6万円 、住 民 税 が145、5万円 で あ る。
(12)篠塚 ・川 口(2063).p...i7a参照 』
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